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平成２３年度

基盤地図情報の利用実態に関するヒアリング調査

国土地理院北海道地方測量部

これまでのヒアリング調査等の経緯

平成２１年度 アンケート調査

【アンケート調査内容】

地理空間情報活用推進基本法・基本計画・基盤地図の認知度

地理空間情報活用推進基本法の認識度は、産(93.5%）・学(84.6%）・地方公共
団体（北海道：72.8%）・地方公共団体（全国：69.9%）の順であった。

北海道において、基盤地図情報（2500）の提供を開始した年であり、地理空間情報活用推進基本法や同基本計画の認知度を含めた地理空間情報

に関するアンケートを実施した。

平成２２年度 平成21アンケートの追跡調査及び利用例のヒアリング調査

地理空間情報活用推進基本法・基本計画・基盤地図の認知度

地理空間情報技術の利用

地理空間情報技術者の育成

防災での利活用

基盤地図情報に対する意見

基盤地図情報の利用は、産学とも利用及び検討をした方が約93%から約88%を
示し、すでに利用済みが共に40%程度。地方公共団体（北海道）では利用及び
検討をした方が約35%であった。

ヒアリング対象は、基盤地図情報を実際に利用している、地方公共団体 ： 2団体 民間企業 ： 4社 学術機関 ： 7機関 に対しておこなった。

基盤地図情報（2500）の提供から１年が経過。利用件数（ダウンロード数）も増えたことから、利用実態を把握するために、ヒアリング調査を実施。併

せて、前年度調査時点で基盤地図情報をまだ利用したことが ない方への追加アンケートを実施した。

ヒアリング対象は、基盤地図情報を実際に利用している、地方公共団体 ： 2団体 民間企業 ： 4社 学術機関 ： 7機関 に対しておこなった。

官：住民対応用のハザードマップ（洪水や耐震）の使用が多く申請されている。行政機関の利用きっかけは、Web利用や無償であること、委託先の作業機関
の提案など、手軽でデータ入手の早さが利用の促進につながっていると思われる。

産：測量業は、基準点の利用が多く客先の積算や受注後の作業計画に多く利用されている。地図調製業は、新たな地図の表現方法に標高の利用を検討。
コンサル業は、利用項目の幅が広く基盤地図から標高データまで利用される。

学：標高データの利用が多く、地形の特性把握（斜面の傾斜角・土地利用と地形・景観シミュレーション）として利用されている。教育の分野ではテキスト的
教材を望む声が少なくない。基盤地図情報が盛り込まれた教材があると、利用の促進につながると思われる。また、高等学校においては、GIS教育に対す
る環境整備が必要である。



平成２３年度 ヒアリング調査の概要

目的
基盤地図情報の利用実態の追加把握

調査期間
平成２３年７月～平成２３年８月

調査対象者選定方法
国土地理院へ提出された基盤地図情報の複製・使用承認の申請者の中から
札幌近郊の官及び産の利用事例

調査対象者
北海道総務部危機対策局危機対策課、空知総合振興局産業振興部調整課、北海道総務部危機対策局危機対策課、空知総合振興局産業振興部調整課、
北海道開拓記念館、独立行政法人寒地土木研究所（㈱ＨＲＳ）、㈱ヒューネス
の５箇所

実施方法
調査対象者を訪問し１時間程度、基盤地図情報の利用実態や意見・課題につ
いて聞き取りを行った。基盤地図情報を使った資料や成果品がある場合は、
提供をお願いした。

ヒアリング結果 １

行政（災害・危機管理）での利用事例
北海道総務部危機対策局危機対策課

使用した基盤地図情報等

基盤地図情報２５００（道内提供エリア全域）、基盤地
図情報２５０００（北海道）

使用目的
「北海道防災情報システム」作成（ＧＩＳの背景図に利用）
使用状況

同システムは一般公開用と内部イントラ用に分けて構築されて
おり、基盤地図情報は同システムの背景地図データとして利用
されている。一般公開用は切替表示のサブとして（デフォルトは
Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐｓ）、内部イントラ用はメインの背景地図データと
して利用されている。

特徴的事項
☞ イントラネット環境では、Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐｓの使用にライセン
ス料が発生するため、開発業者に条件提示したところ基盤地図
情報を利用することとなった。

☞ Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐｓは、民間サービスなので仕様変更やサービ
ス停止など、使えなくなった場合も考えてバックアップとしても自
前のデータが必要と考えた。

☞ 整備・更新経費のコストを考慮して、無料の基盤地図情報
を利用している。

☞ 平成２４年度までには、道内全自治体の防災担当ラインに
道のほうから端末を配置する予定。

基盤地図情報に切り替え表示



一般公開用 （アメダスの情報）

担当者用内部イントラネット （避難所情報の登録）

ヒアリング結果 ２

行政（内部管理業務）での利用事例

空知総合振興局産業振興部調整課

使用した基盤地図情報等
基盤地図情報２５０００行政界 数値地図２５０００

使用目的

「北海道有土地改良財産台帳兼付属地図」の作成（ＧＩＳの背
景図に利用）
使用状況

土地改良等に関する情報（水路・道路などの台帳データと図
面）を一元管理するためにＧＩＳを導入した。その背景図として、
基盤地図情報等を使用している。システムは担当部署の管理
業務にだけ使用するスタンドアロン型。

特徴的事項
☞ 国土地理院の地図情報の利用は、数値地図25000が手元
にあったことで、背景ベースとして利用した。

☞ 基盤地図情報25000（行政界）は、データ管理上ポリゴン☞ 基盤地図情報25000（行政界）は、データ管理上ポリゴン
データが必要であり、管理データの検証もかねて補完データと
して利用した。

☞ ＧＩＳのシステム選択は、初期投資がかからず保守費用も廉
価であることから「自治体ＧＩＳ利用支援プログラム（ESRIジャパ
ン㈱）」を利用。

☞土地改良関係の件数が多いためＧＩＳを導入したが、少ない
場合は、アナログ管理で十分対応できる。

☞システムに関しては、操作方法以外は詳しくないため、背景

図の更新や維持管理に不安がある。（人事異動による継続性
の問題意識を持っている）

自治体ＧＩＳ利用支援プログラム： ESRIジャパン㈱が、2007年より自治体を対象に期
間限定で、汎用的にGISを使えるようにGIS講習会受講ならびにソフトウェア
「ArcView」を1年間無償で利用できるプログラムを実施している。



ヒアリング結果 ３

民間企業（ＧＩＳベンダーの営業用）での利用事例
㈱ヒューネス

使用した基盤地図情報等

基盤地図情報２５００（札幌市他）、基盤地図情報２５０
００（北海道）

使用目的
ＧＩＳの背景図
使用状況

自社のホームページデモサイト及び営業用ＧＩＳの背景図の一
つとして使用し、営業活動のツールとして利用している。

特徴的事項
☞ システムでは三つの背景図を用意している。民間地
図データは、ライセンス料もあり全て使うとコストがかか
るが、基盤地図情報は無償データなので利用した。

☞ 地方公共団体では、当該団体所有の地図データを

００（北海道）

☞ 地方公共団体では、当該団体所有の地図データを
背景として使うことが多いが、Ｇｏｏｇｌｅ Ｍａｐｓなどは、い
つ使えなくなるかわからないということもあり、そういう点
では（基盤地図情報は）薦められるのではないか。

☞ 基盤地図情報は、特に、個別のクローズドシステム
で背景データとしての利用が考えられる。

☞ ＧＩＳは独自のシステムだが、表示方法など工夫して
精度も表示スピードも優れたシステムとなっている。

代表アドレス

ヒアリング結果 ４

北海道開拓記念館行政（印刷図による内部管理業務）での利用事例

使用した基盤地図情報等
基盤地図情報２５００（札幌市厚別区）

使用目的
「道立自然公園野幌森林公園区域及び公園計画図」作成
使用状況
関係地方自治体の地図データ（2500）をつなぎ、1/10,000図に
縮小・編集して背景図とした。必要データを上乗せし、印刷図
を作成して内部の管理用として使用。

特徴的事項
☞ 管理対象面積が広くないこと、周辺家屋の状況がわかるこ
となどから、2500レベルを背景図として選択した。

☞ 関係する地方自治体は、江別市、北広島市、札幌市厚別区。
札幌市は1/2500基図データが「有料」だったため請負会社のア札幌市は1/2500基図データが「有料」だったため請負会社のア
ドバイスにより、無償である基盤地図情報2500を利用した。



ヒアリング結果 ５

行政（イベント展示物）での利用事例 独立行政法人寒地土木研究所
（ヒアリングは㈱ＨＲＳに実施）

使用した基盤地図情報等
基盤地図情報数値標高モデル（５mメッシュ）

使用目的
「浸水予測図」作成
使用状況

津波による浸水があった場合、自分たちの住む地域の標高が
わかるように色分けしたマップを一般公開時の展示物（パネ
ル）として作成した。駒ケ岳～苫小牧までの太平洋岸及び札幌
周辺のエリアを作成した。

特徴的事項
☞ 基盤地図情報の利用は、委託会社（㈱ＨＲＳ）が提案した。

☞広範囲を表示するため、その他の基盤地図情報（25000など）

基盤地図情報数値標高モデル（５mメッシュ）

☞広範囲を表示するため、その他の基盤地図情報（25000など）
の利用は検討しなかった。

☞基盤地図情報数値標高モデルは、今後「ハザードマップ」や
ダム湖の管理（崩壊・土石流）などでも活用できると考えている。

平成２３年度寒地土木研究所一般公開
（寒地土木研究所ホームページより）

ヒアリング調査 全体のまとめ

基盤地図情報に関する意見・要望

●地名情報の整備

●背景白地図（特に印刷図）として利用する場合は、地名の他に駅名、公共施設名等の整備

●更新予定（目安）の公表。

●ダウンロード方法の改善（索引図や一括ダウンロードなど）

●数値標高モデル（５ｍメッシュ）の提供範囲の拡大

まとめ
◆ 行政機関の利用きっかけは、無償であることによるコスト縮減や委託先の作業機関の提案など、データ入手
の容易さが利用の促進につながっていると思われる。また、民間地図サービスのバックアップ用データとして
の位置付けとしても利用されている。

◆ 北海道開拓記念館の利用例のように２５００レベルで複数の自治体データを必要とする場合、基盤地図情報
は、図の調整等が不要で利用しやすいと思われる。

●基盤地図情報25000の家屋属性（公共施設名）の追加

●道路中心線データの追加

◆ 標高データの利用は、景観表現（３Ｄ）の他に「東日本大震災」の影響もあり、防災関連での利用が多いと思
われる。地方公共団体等では、現在のところ、民間業者を介した利用がほとんどだが、データの内容や処理（
操作）方法等を広めることで利活用が広がる可能性がある。

◆ ＧＩＳベンダーでの利用例のように、いくつかの地図データを組み合わせて背景データとすることで、足りない
部分を補うという工夫した使い方を提案することでも利活用が広がる可能性がある。

◆ 行政機関では、空知総合振興局のように人事異動に伴う背景データ更新やシステムの維持管理に関する問
題意識も出されている。


